一般社団法人全国肉用牛振興基金協会畜産・酪農収益力強化整備等特別対策事業
（生産基盤拡大加速化事業（肉用牛））実施要領

　　令和２年４月２７日付け２年度発中畜第３８０号承認
制　定　 令和２年５月７日付け全肉振発事第２８号

一般社団法人全国肉用牛振興基金協会（以下「全国協会」という。）は、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和３０年法律第１７９号。以下「補助金適正化法」という。）、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律施行令（昭和３０年政令第２５５号）、農林畜水産業関係補助金等交付規則（昭和３１年農林省令第１８号）、畜産・酪農収益力強化総合対策基金等事業実施要綱（平成２８年１月２０日付け２７生畜第１５７４号農林水産事務次官依命通知）、畜産・酪農収益力強化総合対策基金等事業実施要領（平成２８年１月２０日付け２７生畜第１６２１号農林水産省生産局長通知。以下「農水省要領」という。）、畜産・酪農収益力強化総合対策基金等事業補助金交付要綱（平成２８年１月２０日付け２７生畜第１５７２号農林水産事務次官依命通知）及び公益社団法人中央畜産会の基金管理業務方法書並びに事業実施手続き等に関する規程に基づき、輸出の拡大に向けて和牛の増産を推進するため、輸出に適した和牛肉の増産を図るための事業を実施することとし、その実施に当たってはこれらの要綱等で定めるもののほか、この要領（以下「全国協会実施要領」という。）に定めるところによる。

第１　定義
　　　本事業における用語の定義については、次のとおりとする。
　１　畜産クラスター協議会
　　　地域の関係者が連携し、地域一体となって畜産の収益性向上を図るため、畜産を営む者、地方公共団体（都道府県、市町村）、農業協同組合、農業協同組合連合会、外部支援組織（コントラクター、ＴＭＲセンター、キャトルステーション等）、畜産関連事業者（乳業者、食肉加工業者等）その他の関係者が参画し設立する協議会であって、全国協会実施要領で定める要件を満たすものをいう。
　２　畜産クラスター計画
　　　畜産クラスター協議会が定める地域一体となって畜産の収益性の向上を図るための計画であって、都道府県知事（複数の都道府県に係る地域における計画にあっては、それぞれの都道府県知事）により農林水産省生産局長が別に定める基準を全て満たすものとして認定されたもの（既に認定を受けた畜産クラスター計画を改正し、当該改正に係る都道府県知事の認定を受けたものを含む。）をいう。
　３　取組主体
　　　畜産クラスター協議会の構成員である県域団体等であって、全国協会実施要領で定める要件を満たすものをいう。
　４　生産者等
　　　取組主体の構成員であって、本事業に参加を希望する生産者をいう。
　５　都道府県畜産協会
　　　本事業の実施手続きの効率化及び事業実施体制の強化を図るため、全国協会が事務の一部を委託した都道府県畜産協会等をいう。
６　基金管理団体
　　　公益社団法人中央畜産会をいう。

第２　畜産クラスター協議会の要件
　１　運営を行うための事務局を設置しており、かつ、組織及び運営についての規約を定め、事業実施及び会計手続を適正に行うことができる体制を有していること。
　２　畜産を営む者の他、２者以上の異なる役割を担う者が参画していること。

第３　畜産クラスター計画の基準
　　　本事業を実施する畜産クラスター協議会が作成する畜産クラスター計画の基準は、次のとおりとする。
　１　次の全ての項目が記載されていること。
　　（１）畜産クラスター協議会の名称及び構成員と役割
　　（２）畜産クラスター計画の目的
　　（３）畜産クラスター協議会の取組内容
　　（４）畜産クラスター協議会の行動計画
　　（５）畜産クラスター計画の取組により期待される効果
　２　生産コストの削減、高付加価値化、新規需要の創出等を通じて地域の畜産の収益性の向上に資する計画と認められること。
　３　畜産農家以外の者との連携強化に資する計画と認められること。
　４　和牛の生産拡大に資する計画と認められること。　
５　酪農及び肉用牛生産の振興に関する法律（昭和２９年法律第１８２号）第２条の３第１項の規定に基づく都道府県計画等と整合が図られていること。
　６　畜産クラスター計画に定められた取組等が、次の全てに該当すること。
　　（１）取組による収益性向上の効果が可能な限り定量的に示され、その効果の実現が見込まれること。
（２）協議会の構成員の連携・協力による取組であり、効果の発現のために果たすべき構成員の役割が定められていること。
（３）取組の効果が地域内に広く波及すると見込まれること。
（４）本事業を含む国庫補助事業の有無に関わらず、収益性向上の取組が行われること。
（５）取組主体による取組は、畜産クラスター計画の目的の実現のために必要なのであり、取組主体以外の者との連携が継続的に行われるものであること。

第４　取組主体の要件
　　　本事業における取組主体は、畜産クラスター協議会又はその他の団体（畜産クラスター協議会の構成員又は畜産クラスター協議会の構成員から成る団体であって、（１）アからオまでのいずれかに該当し、（２）～（５）までの基準を満たすものに限る。）とする。
　　（１）その他の団体の対象者
　　　　ア　事業協同組合
　　　　イ　公社（地方公共団体が出資している法人をいう。）
　　　　ウ　公益社団法人、公益財団法人、一般社団法人又は一般財団法人（定款において畜産の振興を主たる業務と位置づけているものに限る。）
　　　　エ　農業者の組織する団体（代表者の定めがあり、かつ、組織及び運営についての規約の定めがある団体に限る。）
　　　　オ　３戸以上の農業を営む個人又は２以上のアからエまでに規定する団体が構成員となっている任意団体であって、次の（ア）及び（イ）の要件を満たすもの
　　　　　（ア）組織及び運営について規程を定めていること。
　　　　　（イ）事業実施及び会計手続きを適正に行う体制を有していること。
　　（２）畜産クラスター計画の達成に向け、本事業により受益する構成員の取組を取りまとめ、収益力の向上に取り組むこと。
　　（３）地域へ貢献する意思を有し、地域や他の畜産関係者との連携を図り又は図る見込みであること。
　　（４）将来にわたり、畜産クラスター協議会のうち畜産クラスター計画に基づき取組を行う畜産経営を営む構成員に対し、技術指導等を継続して行っていること。
　　（５）畜産クラスター計画の目的の実現のために行う取組が、取組主体以外の者との継続的な連携により行われるものとして位置付けられていること。

第５　事業の内容
　　　全国協会は、輸出の拡大に向けて和牛の増産を推進するため、畜産クラスター計画に基づき、取組主体の構成員が優良な繁殖雌牛を増頭し、輸出に適した和牛肉の増産を図るための次の取組を行う。
（１）繁殖雌牛増頭
　　ア　取組主体が行う、その構成員による繁殖雌牛の増頭及び和牛肉の増産のための計画（以下「増産計画」という。）の策定
イ　取組主体が行う、その構成員が繁殖雌牛を増頭した場合における増頭実績に応じた奨励金の交付
　　（２）事業推進
　　　　　事業実施計画に基づき全国協会及び取組主体が行う事業を円滑に推進する
ための取組

第６　事業の要件等
　１　事業の要件
（１）第５の（１）のアの増産計画は、次の内容を含むものとする。
　　ア　取組主体の構成員が繁殖雌牛を増頭し、和牛肉を増産する取組を取りまとめたものであること。
　　　　イ　和牛肉の増産のため、飼養管理の改善や、繁殖性向上等に取り組むものであること。
（２）第５の（１）のイの奨励金の交付対象者は、次に掲げる要件を満たすものとする。
　　　　ア  肉用子牛生産安定等特別措置法（昭和６３年法律第９８号）第６条第１項に規定する生産者補給金交付契約を同条第２項に規定する指定協会との間で締結している者であること。
　　　　イ　繁殖雌牛の増頭計画を有し、原則として、事業実施年度の前々年度１月１日から前年度の１２月３１日の間に満９か月齢以上の繁殖雌牛を増頭した者、又はその頭数を維持した者であること。ただし、事業初年度の参加者、別表３に定める繁殖雌牛の事故等により繁殖雌牛の頭数を維持できないことがやむを得ないと認められる者、又は事業実施年度の前年に繁殖雌牛を飼養していない者であって新たに繁殖雌牛の飼養を開始する者は、この限りではない。
　　　　ウ　株式会社又は持分会社であって、農業（畜産を含む。）を主たる事業として営むものの場合は、以下の（ア）又は（イ）に該当するものを除く。
　　　　　（ア）資本の額又は出資の総額が３億円を超え、かつ、常時使用する従業員の数が３００人を超えるもの。
　　　　　（イ）その総株主又は総出資者の議決権（株主総会において決議することができる事項の全部につき議決権を行使することができない株式についての議決権を除き、会社法（平成１７年法律第８６号）第８７条第３項の規定により議決権を有するとみなされる株式についての議決権を含む。）の２分の１以上が（ア）に掲げるもの（第４の（１）のエに該当するものを除く。）の所有に属しているもの。
（３）第５の（１）の奨励金の交付対象となる繁殖雌牛（以下「対象牛」という。）は、（４）の期首から期末の間に増頭したものであって、次に掲げるアからオの全ての要件を満たすものとする。
　　　　　ア　繁殖目的に飼養されている黒毛和種、褐毛和種、日本短角種、無角和種であること。
　　　　　イ　事業実施年度の１２月３１日現在での月齢が満９か月齢以上であること。
　　　　　ウ　導入時点での月齢が満１４か月齢未満であること。ただし、初妊牛を導入する場合については、この限りではない。
　　　　　エ　同一の奨励金交付対象者において、国又は独立行政法人農畜産業振興機構から繁殖雌牛の導入、保留及び増頭に係る補助金の交付を受けていないこと。
     　　 オ　対象牛の産肉形質のうち、脂肪交雑の推定育種価又は期待育種価（以下「育種価」という。）並びに枝肉重量、ロース芯面積、バラ厚、皮下脂肪厚及び歩留基準値のうち１つ以上の形質の育種価が、第５の（１）の事業を実施する都道府県等又は対象牛が生産された都道府県等の育種価の上位２分の１以上であること。
（４）第５の（１）の奨励金の交付対象とする頭数（以下「対象頭数」という。）は、イの期末頭数からアの期首頭数を差し引いた頭数とし、１生産者当たり５０頭を上限とする。
　　　　　また、事業実施年度の前年度に本事業により増頭した繁殖雌牛のうち、期待育種価について、技術的な問題により（３）のオの要件に該当しないとされた繁殖雌牛が事業実施年度に同要件に該当することが明らかとなった場合であっても、当該増頭を行った事業参加者が事業実施年度において繁殖雌牛を増頭又は頭数を維持したときは、当該前年度に増頭した繁殖雌牛を事業実施年度の奨励金の対象とすることができる。この場合において、１生産者当たりの対象頭数の上限は、事業実施年度の対象頭数の上限である５０頭に、前年度の対象頭数の上限である５０頭から前年度に奨励金を交付した頭数を差し引いた頭数又は前年度に育種価につき同要件に該当しないとされた頭数のうち事業実施年度に要件の合致が確認された頭数のいずれか低い頭数を上限として、事業実施年度の奨励金交付対象頭数に合算したものとする。
　　　　ア　期首頭数
　　　　　　事業実施前年度の１月１日現在における満９か月齢以上の繁殖雌牛飼養頭数とする。
　　　　イ　期末頭数
　　　　　　事業実施年度の１２月３１日現在における満９か月齢以上の繁殖雌牛飼養頭数とする。
　　（５）取組主体は、繁殖雌牛の増頭を行う構成員ごとに肉専用種繁殖雌牛台帳を作成し、育種価を確認できる書類及び個体識別番号（牛の個体識別情報検索サービス）等で確認するとともに、これを保管するものとする。
２　家畜共済等の積極的な活用
　　　取組主体は、継続的な効果の発現及び経営の安定を図る観点から、本事業を活用して増頭を図る構成員に対し、農業保険法（昭和２２年法律第１８５号）に基づく家畜共済への積極的な加入を促すものとする。

第７　補助対象経費等
１　全国協会は、予算の範囲内において、別表１及び２に定める補助対象経費及び補助率により、取組主体が第５の（１）及び（２）に規定する事業を実施するのに要する経費について補助するものとする。
２　補助の対象となる経費は、本事業の対象として明確に区分できるもので、かつ証拠書類等によって金額等が確認できるものとする。
　　　なお、その経理に当たっては、別表２の費目ごとに整理するとともに、他の事業等の会計と区分して経理を行うものとする。
　３　補助の対象とならない経費
　　　事業の実施に必要な経費であっても、次の経費は補助の対象とならないものとする。　
　　（１）国等の他の助成事業で支援を受け、又は受ける予定となっている取組の経
　　　　　費
　（２）事業終了後も利用可能な汎用性の高い備品の購入経費
　　（３）その他当該事業の実施に直接関連のない経費

第８　事業の実施手続き等
　１　増頭奨励金の要望額の把握
（１）取組主体は、生産者等から別記様式第１号の事業要望を徴取するなどして、生産者等の要望を取りまとめ、別記様式第２号の取組主体ごとの要望書を都道府県畜産協会を経由して全国協会に提出する。
　（２）全国協会は、取組主体から提出された要望を取りまとめ、基金管理団体に提出する。
２　補助金の限度額通知
全国協会は、上記１により提出された増頭奨励金の要望額について所要の調整を行い、取組主体ごとに補助金の限度額通知を行う。
３　事業実施計画
取組主体は、生産者等から別記様式第３号の構成員の増頭計画書を徴取し、別記様式第４号の畜産・酪農収益力強化整備等特別対策事業（生産基盤拡大加速化事業（肉用牛））取組計画書（以下「取組計画書」という。）を作成し、都道府県畜産協会を経由して全国協会に提出するものとする。
　４　補助金の交付申請等
　　（１）補助金の交付申請
[bookmark: _Hlk36135579]　　　　　取組主体は、補助金の交付を受けようとする場合は、一般社団法人全国肉用牛振興基金協会会長（以下「全国協会会長」という。）が別に定める期日までに別記様式第５号の畜産・酪農収益力強化整備等特別対策事業（生産基盤拡大加速化事業（肉用牛））補助金交付申請書を全国協会会長に提出するものとする。
　　（２）事業の変更承認申請
　取組主体は、補助金交付決定のあった後において、次に掲げる変更をしようとする場合には、あらかじめ別記様式第６号の畜産・酪農収益力強化整備等特別対策事業（生産基盤拡大加速化事業（肉用牛））補助金交付変更承認申請書を全国協会会長に提出し、その承認を受けるものとする。
　　　　ア　事業の追加、中止又は廃止
　　　　イ　取組主体における事業費の３０％を超える増減
　　　　ウ　補助金交付決定額の増又は３０％を超える減
　　　　エ　取組主体の変更
　　（３）　補助金の概算払
　　　　　　全国協会会長は、この事業の円滑な実施を図るために必要があると認めた場合は、交付決定額を限度として、補助金の概算払をすることができるものとする。
なお、取組主体が、補助金の概算払を請求しようとする場合は、別記様　　　　　式第８号の畜産・酪農収益力強化整備等特別対策事業（生産基盤拡大加速化事業（肉用牛））補助金概算払請求書兼遂行状況報告書を全国協会会長に提出するものとする。

第９　目標年度及び成果目標
　　　本事業の目標年度及び成果目標は次のとおりとする。
　１　目標年度
　　　目標年度は、事業実施年度を含む３年後として設定するものとする。
　２　成果目標
　　　子牛生産に係る定量的な指標を設定するものとする。
　３　取組主体の成果目標
　　　取組主体は、それぞれの作成する取組計画において、事業実施年度を含む３年後に、本事業に取り組む取組主体の構成員が次のいずれかを達成することを目指して、目標年度における成果目標を設定するものとする。
　　（１）子牛販売額の１０％以上の増加
　　（２）農業所得又は営業利益の１０％以上の増加

第１０　事業遂行状況の報告
　１　取組主体は、補助事業の交付決定に係る年度の１２月３１日現在における事業遂行状況について、別記様式第７号の畜産酪農収益力強化整備等特別対策事業
（生産基盤拡大加速化事業（肉用牛））遂行状況報告書を作成し、当該年度の１月１０日までに全国協会会長に提出しなければならない。ただし、第８の４の（３）の補助金概算払請求書兼遂行状況報告書を提出した場合は、これをもって事業遂行状況報告に代えることができる。
２　前項に規定するもののほか、全国協会は、事業の円滑な執行を図るため必要があると認めるときは、取組主体に対して当該補助事業の遂行状況について報告を求めることができる。

第１１　事業実績の報告
[bookmark: _Hlk37866217]　１　取組主体は、別記様式第９号の畜産酪農収益力強化整備等特別対策事業（生産基盤拡大加速化事業（肉用牛））実績報告書を作成し、事業の完了した日から起算して１か月を経過した日又は補助金交付決定通知のあった当該年度の３月５日のいずれか早い期日までに都道府県畜産協会を経由して全国協会会長に提出するものとする。
　２　事業費の確定と支払
　　　全国協会は、事業実績報告書を受理したときは、その内容を審査し、補助金交付決定を行った範囲内において事業に要した額を確定し、取組主体に対して確定した補助金の精算払を行うものとする。

３　全国協会は、事業が完了したときは、農水省要領別紙５の別記様式第３号の事業実績報告書を作成し、基金管理団体を経由して生産局長に報告するものとする。

第１２　事業の評価等
　１　全国協会は、農水省要領別紙５の第９の規定に基づき、自ら事業の評価を行い第９の１の目標年度の翌年度の７月末までに、農水省要領別紙５の別記様式第４号により事業の成果報告書を作成し、生産局長及び基金管理団体の長に報告するものとする。
　２　全国協会は、１で報告した内容について、生産局長から指導があったときは、指導内容に応じ、取組主体を指導するものとする。

第１３　管理運営
全国協会及び取組主体は、本事業により補助金の交付を受けて整備した機器等を、常に良好な状態で管理し、必要に応じて修繕等を行い、その設置目的に即して最も効率的な運用を図ることで適正に管理運営するものとする。
　　　また、全国協会は、関係書類の整備等において適切な措置を講じるよう、取組主体を十分に指導監督するものとする。

第１４　不正行為等に対する措置
　１　全国協会は、取組主体が、事業の実施に関連して不正な行為をした場合又はその疑いがある場合においては、取組主体に対して当該不正又はその疑いのある行為に関する事実関係及び発生原因の究明並びに発生防止のための是正措置等の適切な措置を講じるよう求めるものとする。
　　　
この場合、全国協会は、取組主体に対して適切な指導を行い、当該不正な行為に関する真相及び発生原因、講じられた是正措置等について、生産局長及び基金管理団体の長に報告するものとする。
　２　全国協会は、補助事業の適正な遂行を確保するため、必要と認めたときは、指名する職員に取組主体への調査を行わせることができるものとする。

第１５　消費税及び地方消費税の取扱い
　１　補助金交付申請書提出時の取扱い
　　　取組主体は、全国協会に対して第８の３の取組計画書を提出するに当たり、当該補助金に係る消費税仕入控除税額（補助対象経費に含まれる消費税及び地方消費税に相当する額のうち、消費税法（昭和６３年法律第１０８号）に規定する仕入れに係る消費税額として控除できる部分の金額と当該金額に地方税法
（昭和２５年法律第２２６号）に規定する地方消費税率を乗じて得た金額との合計額に補助率を乗じて得た金額をいう。以下同じ。）があり、かつ、その金額が明らかな場合には、これを当該補助金の申請額から減額して申請しなければならない。
　　　ただし、当該取組計画の提出時において当該補助金に係る仕入れに係る消費税等相当額が明らかでない場合は、この限りでない。
　２　事業実績等の報告時の取扱い
　　　取組主体は、１のただし書きにより申請をした場合において、第１１の１に係る事業実績報告書を提出するに当たって、当該補助金に係る仕入れに係る消費税等相当額が明らかになった場合は、これを補助金額から減額して報告しなければならない。
　３　消費税等相当額が確定した場合の取扱い
　　　取組主体は、１のただし書きにより申請をした場合において、第１１の１に係る実績報告書を提出した後において、消費税及び地方消費税の申告により当該補助金に係る仕入れに係る消費税等相当額が確定した場合には、別記様式第１０号の畜産・酪農収益力強化整備等特別対策事業（生産基盤拡大加速化事業（肉用牛））に係る仕入れに係る消費税等相当額報告書を速やかに全国協会会長に提出するとともに、その金額（２の規定に基づき減額した場合は、その金額を上回る部分の金額）全国協会に返還しなければならない。
　　　また、当該補助金に係る仕入れに係る消費税等相当額が明らかにならない場合（又はない場合の仕入れに係る消費税等相当額がない場合を含む。）であっても、その状況等について、補助金適正化法第１５条の補助金の額の確定通知があった日の翌年６月１５日までに、同様式により全国協会会長に報告しなければならない。
第１６　事業の推進指導等
　　　全国協会は、農林水産省の指導の下、取組主体との連携に努め、この事業の円滑な実施を図るものとする。

第１７　帳簿等の整備保管等
　１　取組主体は、この事業に係る経理を適正に行うとともに、その内容を明らかにした帳簿及び関係書類を整備して保管するとともに、その保存期間は、事業の完了した年度の翌年度から起算して５年間とする。
　２　全国協会会長は、全国協会実施要領に定めるもののほか、この事業の実施及び実績について、必要に応じ、取組主体に対し調査し、又は報告を求めることができる。


附　則
　この要領は、令和２年５月７日から施行する。


別表１
	補助対象経費
	補助率

	１　繁殖雌牛増頭の取組
　（１）和牛肉増産計画の策定
　　　　取組主体が行う、その構成員による繁殖雌牛　　　の増頭及び和牛肉の増産のための計画の策定に必要な経費

　（２）繁殖雌牛増頭奨励金
　　　　取組主体が行う、その構成員が繁殖雌牛を増　　　頭した場合における増頭実績に応じた奨励金の交付に必要な経費







２　事業推進
　　全国協会及び取組主体が行う、事業を円滑に推進するための取組に必要な経費

	
定額




定額
24.6万円／頭
繁殖雌牛の飼養頭数が期首時点で50頭未満の経営体の場合

17.5万円／頭
　繁殖雌牛の飼養頭数が期首時点で50頭以上の経営体の場合


定額







別表２
補助対象経費（取組主体）
事業に要する経費は、次の費目ごとに整理することとする。
	費　　目
	細　目
	内　　　容
	備　　考

	事業費
	奨励金
	取組主体の構成員が繁殖雌牛を増頭した場合、当該増頭分に対する奨励金
	

	
	通信運搬費
	事業を実施するために直接必要な郵便代、運送代及びデータ通信の経費
	・切手は物品受払簿で管理すること

	
	印刷製本費
	事業を実施するために直接必要な資料等の印刷に係る経費
	

	
	消耗品費
	事業を実施するために直接必要な以下の経費
・短期間（補助事業実施期間内）又は一度の使用によって消費され、その効用を失う少額な物品の経費
・ＣＤ－ＲＯＭ等の少額な記録媒体等
	・消耗品は物品受払簿で管理すること

	
	データ収集・処理・分析費
	事業を実施するために直接必要なデータの収集・処理・分析に必要な経費
	

	
	会場借料
	事業を実施するために直接必要な会議等を開催する場合の会場費として支払われる経費
	

	雑役務費
	手数料
	事業を実施するために直接必要な奨励金等の振込手数料
	





別表３
	事故等
	要　　　件

	死亡
	農場等で死亡した場合
（獣医師より検案書の交付又は農業共済において死亡事故認定を受けたものであって、と畜場で通常と畜されたものを除く。）

	廃用
	農業共済において以下の廃用事故認定を受けた場合
（１）疾病、傷病によって死にひんした場合
（２）不慮の厄災によって救うことのできない状態に陥った場合
（３）骨折、は行、両目失明、ＢＳＥ、牛白血病（以下「ＢＬ」という。）、創傷性心のう炎若しくは、特定の原因による採食不能であって治癒の見込みのないものによって使用価値を失った場合
（４）行方不明（盗難の場合を含む）となった日から３０日以上生死が明らかでない場合

	とう汰
	　ＢＬのリアルタイムＰＣＲによる定量検査等の結果、他の牛への感染拡大リスクが高い牛をとう汰した場合（とう汰（自主とう汰を含む。）により、ＢＬの感染拡大防止を実施し、かつ、清浄化の早期達成が見込まれる場合に限る。なお、農業共済において廃用事故認定を受けた場合を除く。）

	その他
	　災害救助法（昭和２２年法律第１１８号）の適用若しくは激甚災害に対処するための特別の財政援助等に関する法律（昭和３７年法律第１５０号）の指定を受けた市町村において、当該繁殖雌牛を飼養する畜産関連施設（６次産業化関連施設を除く。）の被害に関する罹災証明の交付を受けた場合







2
別記様式第１号（取組主体作成）

生産者ごとの事業要望書
取組主体：〇〇〇〇農業協同組合

	No.
	生産者名
	繁殖雌牛の
期首頭数
令和〇年
1月1日
時点
	繁殖雌牛の
期末頭数
令和〇年
12月31日
時点
	増頭数
	増頭数のうち
奨励金対象頭数
	生産基盤拡大加速化事業の奨励金単価
(千円/頭)
	生産基盤拡大
加速化事業の
奨励金要望額
(千円)
	備考

	
	
	
	
	
	生産基盤
拡大加速化
	中核的担い手
(ALIC事業）
	
	
	

	1
	Ａ
	
	
	
	
	
	
	
	

	2
	Ｂ
	
	
	
	
	
	
	
	

	3
	Ｃ
	
	
	
	
	
	
	
	

	4
	Ｄ
	
	
	
	
	
	
	
	

	5
	Ｅ
	
	
	
	
	
	
	
	

	6
	Ｆ
	
	
	
	
	
	
	
	

	7
	Ｇ
	
	
	
	
	
	
	
	

	8
	Ｈ
	
	
	
	
	
	
	
	

	9
	Ｉ
	
	
	
	
	
	
	
	

	10
	Ｊ
	
	
	
	
	
	
	
	

	合計
	
	
	
	
	
	
	
	




別記様式第２号（委託業務団体作成）

取組主体ごとの事業要望書
　　　　　　〇〇〇〇畜産協会

	No.
	取組主体名
	繁殖雌牛の
期首頭数
令和〇年
1月1日
時点
	繁殖雌牛の
期末頭数
令和〇年
12月31日時点
	増頭数
	増頭数のうち
奨励金対象頭数
	生産基盤拡大加速化事業の奨励金単価別頭数
	生産基盤拡大加速化事業の奨励金要望額
(千円)
	備考

	
	
	
	
	
	生産基盤
拡大加速化
	中核的担い手
(ALIC事業)
	24.6万円
/頭
	17.5万円
/頭
	
	

	1
	Ａ農協
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	2
	Ｂクラスター協議会
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	3
	Ｃ配合飼料基金協会
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	4
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	5
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	6
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	7
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	8
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	9
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	10
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	合計
	
	
	
	
	
	
	
	
	





別記様式第３号（構成員　→　取組主体）

令和　　年　　月　　日

構成員の増頭計画書（例）
１　構成員概要
	区　　分
	内　　容

	所属する畜産クラスター協議会名
	

	取組主体又は生産者集団名
	

	構成員　氏名
	　　　　　　　　　　　　　　　㊞

	構成員　所在地

	〒　　　－



２　子牛補給金及び牛マルキンの契約の有無等
	事　　業　　名
	契約の有無
	契約者番号

	肉用子牛生産者補給金制度（子牛補給金）
	有・無
	

	肉用牛肥育経営安定交付金制度（牛マルキン）
	有・無
	



３　他の事業の参加状況（参加している場合は〇印を付して下さい。）
	肉用牛経営安定対策補完事業のうち

	
	中核的担い手育成増頭推進

	
	優良繁殖雌牛導入支援・遺伝的多様性に配慮した改良基盤確保
（農協等の繁殖雌牛の貸付事業：4万円／5万円・6万円／9万円）

	
	肉用牛流通促進対策事業（家畜商組合等の預託事業

	
	その他（国庫事業のみ）
（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）



４　令和〇年度増頭計画
	年度区分
	令和２年度
	令和３年度
	令和４年度

	年月日
	Ｒ2.1.1現在
	Ｒ3.1.1現在
	Ｒ4.1.1現在

	期首頭数（Ａ）
	頭
	頭
	頭

	年月日
	Ｒ2.12.31現在
	Ｒ3.12.31現在
	Ｒ4.12.31現在

	外部導入頭数
	頭
	頭
	頭

	自家保留頭数
	頭
	頭
	頭

	期末頭数（Ｂ）
	頭
	頭
	頭

	増頭数（Ｂ－Ａ）
	頭
	頭
	頭


５　令和　年度増頭奨励金
　（増頭内訳）
	奨励金単価別
	５０頭未満
（２４．６万円）
	５０頭以上
（１７．５万円）

	増頭奨励金頭数
	頭
	頭



６　構成員成果目標
	評価年度
	成果目標の設定
	検証方法（又は検証結果）

	
	[　]子牛販売金額の10％増加
[　]農業所得10％増加
	


（注）成果目標の設定はどちらかに〇印を記載して下さい。

７　増頭奨励金の振込先金融機関名等
　　　金融機関名
　　　支 店 名（カタカナ）
預金種類
　　　口座番号
　　　口座名義（カタカナ）


別記様式第４号（取組主体　→　（都道府県畜産協会）　→　全国協会）

畜産・酪農収益力強化整備等特別対策事業（生産基盤拡大加速化事業
（肉用牛））取組計画書

１　取組主体の概要
	取組主体名
	

	所属する畜産クラスター協議会
	



２　総括表
	事　業　内　容
	事 業 費

	負担区分
	備　　考

	
	
	国庫補助金
	取組主体
	

	
１　繁殖雌牛増頭の取組
　（１）増頭のための計画策定
　（２）繁殖雌牛増頭奨励金
２　事業推進
	千円
	千円
	千円
	

	合　　　　計
	
	
	
	



３　収支予算
　（収入の部）
	区　　　　分
	国庫補助金
	備考（積算根拠）

	[bookmark: _Hlk37868966]
１　繁殖雌牛増頭の取組
　（１）増頭のための計画策定
　（２）繁殖雌牛増頭奨励金
２　事業推進

	円
	

	合　　　　計
	
	




　（支出の部）
	区　　　　分
	計画額
	備考（積算根拠）

	
１　繁殖雌牛増頭の取組
　（１）増頭のための計画策定
　（２）繁殖雌牛増頭奨励金
２　事業推進
　
	円
	

	合　　　　計
	
	



４　事業の計画内容
（1） 増頭のための計画策定
	番号
	構成員名
	取組内容
	事業費
	補助金
	備　考

	
	
	
	円
	円
	

	
	
	
	円
	円
	

	
	
	
	円
	円
	

	合　　　　計
	円
	円
	



　（２）繁殖雌牛増頭奨励金
	番号
	構成員名
	増頭数
	奨励金単価別計画頭数
	増頭奨励金
計画額
	備　考

	
	
	
	24.6万円
	17.5万円
	
	

	
	
	頭
	頭
	頭
	円
	

	
	
	頭
	頭
	頭
	円
	

	
	
	頭
	頭
	頭
	円
	

	合　　計
	頭
	頭
	頭
	円
	



５　取組主体の成果目標
	評価年度
	成果目標の内容
	成果目標値
	検証方法

	



	
	
	


（注）本欄には、取組主体自らが行う評価の内容等を記載すること。


５　添付資料
　（１）取組主体の連絡先
　　　　所在地
　　　　団体名
　　　　代表者
　　　　担当者名
ＴＥＬ
　　　　ＦＡＸ
　　　　メールアドレス
　（２）その他（任意）


別記様式第５号（取組主体　→　（都道府県畜産協会）　→　全国協会）

令和　年度畜産・酪農収益力強化整備等特別対策事業（生産基盤
拡大加速化事業（肉用牛））補助金交付申請書

番　　　号
年　月　日

一般社団法人全国肉用牛振興基金協会
会　長　　　　　　　　　殿

所在地
団体名
代表者　　　　　　　　　　　　　　印

　令和　年度において、下記のとおり、畜産・酪農収益力強化整備等特別対策事業（生産基盤拡大加速化事業（肉用牛））を実施したいので、一般社団法人全国肉用牛振興基金協会畜産・酪農収益力強化整備等特別対策事業（生産基盤拡大加速化事業（肉用牛））実施要領第８の４の（１）の規定に基づき補助金　　　　　　　　円を交付されたく、関係書類を添えて申請します。
記
１　事業の目的

２　事業の内容
　　別紙「畜産・酪農収益力強化整備等特別対策事業（生産基盤拡大加速化事業（肉
用牛））取組計画書」のとおり
３　事業に要する経費の配分及び負担区分
　　別紙「畜産・酪農収益力強化整備等特別対策事業（生産基盤拡大加速化事業（肉
用牛））取組計画書」のとおり
４　事業実施期間
[bookmark: _Hlk40888810]　（１）事業着手年月日　　　　　令和　　年　　月　　日
　（２）事業完了予定年月日　　　令和　　年　　月　　日
５　添付書類
　（１）取組主体の規約
　（２）最近時点の業務報告書及び業務計画書（ある場合）
　（３）畜産クラスター計画
　（４）その他（事業計画の説明に必要な資料）

別記様式第６号（取組主体　→　（都道府県畜産協会）　→　全国協会）

令和　年度畜産・酪農収益力強化整備等特別対策事業（生産基盤拡大         加速化事業（肉用牛））補助金交付変更承認申請書

番　　　号
年　月　日
[bookmark: _Hlk36539439]一般社団法人全国肉用牛振興基金協会
会　長　　　　　　　　　殿

所在地
団体名
代表者　　　　　　　　　　　　　　印

　令和　年　月　日付け全肉振発事第　　号で補助金交付決定通知のあった畜産・酪農収益力強化整備等特別対策事業（生産基盤拡大加速化事業（肉用牛））の実施について、下記のとおり変更したいので承認されたく、一般社団法人全国肉用牛振興基金協会畜産・酪農収益力強化整備等特別対策事業（生産基盤拡大加速化事業（肉用牛））実施要領第８の４の（２）の規定に基づき申請します。

記
１　変更の理由

２　事業の内容
　　別紙「畜産・酪農収益力強化整備等特別対策事業（生産基盤拡大加速化事業（肉
用牛））取組計画書」のとおり

３　事業に要する経費の配分及び負担区分
　　

（注）２及び３については、別記様式第４号に準じ、変更部分が容易に対照できるよ
う変更前を（　）書で上段に、変更後をその下段に記載すること。


別記様式第７号（取組主体　→　（都道府県畜産協会）　→　全国協会）

令和　年度畜産・酪農収益力強化整備等特別対策事業（生産基盤拡大         加速化事業（肉用牛））遂行状況報告書

番　　　号
年　月　日
一般社団法人全国肉用牛振興基金協会
会　長　　　　　　　　　殿

所在地
団体名
代表者　　　　　　　　　　　　　　印

　令和　年　月　日付け全肉振発事第　　号で補助金交付決定通知のあった畜産・酪農収益力強化整備等特別対策事業（生産基盤拡大加速化事業（肉用牛））の実施について、一般社団法人全国肉用牛振興基金協会畜産・酪農収益力強化整備等特別対策事業（生産基盤拡大加速化事業（肉用牛））実施要領第１０の１の規定に基づき、その遂行状況を下記のとおり報告します。

記

	
区　分
	
総事業費
	事業の遂行状況
	
備　考

	
	
	〇年１２月３１日までに完了したもの
	〇年１月１日以降に実施するもの
	

	
	
	事業費
	出来高比率
	事業費
	事業完了年月日
	

	


	
	
	
	
	
	


（注）区分欄には、別紙「畜産・酪農収益力強化整備等特別対策事業（生産基盤拡大
加速化事業（肉用牛））取組計画書」に記載した事項を記載すること。


別記様式第８号（取組主体　→　（都道府県畜産協会）　→　全国協会）

令和　年度畜産・酪農収益力強化整備等特別対策事業（生産基盤拡大
加速化事業（肉用牛））補助金概算払請求書兼遂行状況報告書

番　　　号
年　月　日

一般社団法人全国肉用牛振興基金協会
会　長　　　　　　　　　殿

所在地
団体名
代表者　　　　　　　　　　　　　　印

　令和　年　月　日付け全肉振発事第　　号で補助金交付決定通知のあった畜産・酪農収益力強化整備等特別対策事業（生産基盤拡大加速化事業（肉用牛））について、下記のとおり金　　　　　　円を概算払により交付されたく、一般社団法人全国肉用牛振興基金協会畜産・酪農収益力強化整備等特別対策事業（生産基盤拡大加速化事業（肉用牛））実施要領第８の４の（３）の規定に基づき申請します。
記
１　概算払請求額
	区　分
	交付決定
	事業遂行状況
（　年　月　日現在）
	既概算払
受領額
④
	今回
概算
払請
求額
⑤
	年　月
日迄予定出来高
（④＋⑤)／②
	残額
②－
④－
⑤

	
	事業費①
	補助金②
	事業費
③
	補助金
	事業費
出来高
③／①
	
	
	
	

	
	円

	円
	円
	円
	％
	円
	円
	
	円

	合計
	
	
	
	
	
	
	
	
	


（注）それぞれの事業項目ごとに記載することとし、請求時点での事業費の概算払必
要額の積算根拠として月別の支出実績及び支出計画を添付すること。
２　振込先金融機関名等
　　　金融機関名　　　　　　　　　　　　　支店名（カタカナ）
　　　預金種類
　　　口座番号
　　　口座名義（カタカナ）
別記様式第９号（取組主体　→　（都道府県畜産協会）　→　全国協会）

令和　年度畜産・酪農収益力強化整備等特別対策事業
（生産基盤拡大加速化事業（肉用牛））実績報告書

番　　　号
年　月　日

一般社団法人全国肉用牛振興基金協会
会　長　　　　　　　　　殿

所在地
団体名
代表者　　　　　　　　　　　　　　印

　下記のとおり、一般社団法人全国肉用牛振興基金協会畜産・酪農収益力強化整備等特別対策事業（生産基盤拡大加速化事業（肉用牛））実施要領第１１の１の規定に基づき、関係書類を添えてその実績を報告します。
　なお、併せて精算額　　　　　　　　　円を支払われたく請求します。

記

（記載要領）
　１　記の記載様式は、別記様式第４号に準ずるものとする。
　　　なお、軽微な変更があった場合は、容易に比較対照できるよう変更部分を二段
書とし、変更前を括弧書で上段に記載すること。
　２　添付書類については、支払経費ごとの内容を記載した資料、帳簿等の写しを添
付し、経費以外のものは、補助金交付申請書又は補助金交付変更承認書に貼付し
たもののうち、変更があったものに限り添付すること。（経費以外のものについて
は、申請時以降変更のない場合は省略できる。）
　３　その他、次の事項について、記載すること。
　　　事業に係る精算額
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	交付決定額
	確定額
	概算払受領額
	精算払請求額

	

	
	
	




事業完了年月日　　令和　　年　　月　　日

　振込先金融機関名等
金融機関名
支 店 名（カタカナ）
　　　預金種類
　　　口座番号
　　　口座名義（カタカナ）


別記様式第１０号

令和　年度畜産・酪農収益力強化整備等特別対策事業（生産基盤拡大加速化事業
　　（肉用牛））に係る仕入れに係る消費税等相当額報告書

番　　　号
年　月　日
一般社団法人全国肉用牛振興基金協会
会　長　　　　　　　　　殿

所在地
団体名
代表者　　　　　　　　　　　　　　印

令和　年　月　日付け全肉振発事第　号で交付決定通知のあった畜産・酪農収益力強化整備等特別対策事業（生産基盤拡大加速化事業（肉用牛））補助金について、一般社団法人全国肉用牛振興基金協会畜産・酪農収益力強化整備等特別対策事業（生産基盤拡大加速化事業（肉用牛））実施要領第１５の３の規定に基づき、下記のとおり報告します。
（なお、併せて補助金に係る仕入れに係る消費税等相当額　　　　　　　円を返還します。（返還がある場合、記載すること））

記

１　補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和３０年法律第１７９号）
第１５条の補助金の額の確定額（　年　月　日付け全肉振発事第　　号による補助
金の確定通知額）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　金　　　　　　　　　　　　円

２　補助金の額の確定時に減額した仕入れに係る消費税等相当額
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　金　　　　　　　　　　　　円

３　消費税及び地方消費税の申告により確定した仕入れに係る消費税等相当額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　金　　　　　　　　　　　　円

４　補助金返還相当額（３－２）　　　　　　　　　金　　　　　　　　　　　　円


注：記載内容の確認のため、以下の資料を添付すること。
　　なお、生産者集団等が法人格を有しない組合等の場合は、すべての構成員分を添
付すること。
　　・消費税確定申告書の写し（税務署の収受印等のあるもの）
　　・付表２「課税売上割合・控除対象仕入税額等の計算表」の写し
　　・３の金額の積算の内訳（人件費に通勤手当を含む場合は、その内訳を確認でき
る資料も併せて提出すること）
　　・取組主体が消費税法第６０条第４項に定める法人等である場合は、同項に規定する特定収入の割合を確認できる資料

５　当該補助金に係る仕入れに係る消費税等相当額が明らかにならない場合、その状
況を記載
〔　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〕

　注：消費税及び地方消費税の確定申告が完了していない場合にあっては、申告予定
時期も記載すること。

６　当該補助金に係る仕入れに係る消費税等相当額がない場合、その理由を記載
〔　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〕

　注：記載内容の確認のため、以下の資料を添付すること。
　　　なお、生産者集団等が法人格を有しない組合等の場合は、すべての構成員分を
添付すること。
　　・免税事業者の場合は、補助事業実施年度の前々年度に係る法人税（個人事業者
の場合は所得税）確定申告書の写し（税務署の収受印等のあるもの）及び損益
計算書等、売上高を確認できる資料
　　・簡易課税制度の適用を受ける事業者の場合は、補助事業実施年度における消費
税確定申告書（簡易課税用）の写し（税務署の収受印等のあるもの）
　　・取組主体が消費税法第６０条第４項に定める法人等である場合は、同項に規定
する特定収入の割合を確認できる資料
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（別紙１）　
【生産基盤拡大加速化事業（肉用牛）における記載例】

（参考様式）
畜産クラスター計画

	都道府県
	地　域
	協議会の名称
	作成年月日
	更新年月日

	
	
	
	
	



活用しようとする特別枠等
	肉用牛・酪農重点化枠
	国産チーズ振興枠
	中山間地域優先枠
	輸出拡大優先枠
	環境優先枠

	
	
	
	
	



	経営継承
	生産基盤拡大加速化（肉用牛）
	生産基盤拡大加速化（乳用牛）

	
	〇
	


※　肉用牛・酪農重点化枠及び国産チーズ振興枠を活用する場合、機械導入事業（重点化枠及びチーズ枠の取組に係るもののみ）、実証事業に係る事業実施計画書を添付すること。
※　輸出拡大優先枠を活用する場合、「生産拡大計画（畜産クラスター計画の行動計画等に具体的な記述がなされる場合には、それをもって代えることができる。）」及び輸出に取り組む事業者の「輸出計画」を添付すること。
※　生産基盤拡大加速化事業を活用する場合、「１　目的」及び「３　行動計画」の欄に和牛の生産拡大又は生乳の生産拡大に係る具体的な目的及び行動計画をそれぞれ記載すること。


構成員と役割
	構成員
	事業内容又は事業手続きに係る役割

	〇〇農協
	１　協議会事務局
２　クラスター計画に定められた取組の実施（取組番号：１、・・・）

	〇〇配合飼料基金協会
	１　クラスター計画に定められた取組の実施（取組番号：１、・・・）


	〇〇町
	１　クラスター計画に定められた取組の実施（取組番号：・・・）


	〇〇県〇〇振興局
	１　クラスター計画に定められた取組の実施（取組番号：・・・）


	
	






１　目的
	番号
	テーマ
	目　　　　　　　的

	１





	《重点テーマ》
飼養規模の拡大、飼養管理
の改善
《付随テーマ》
・労働負担の軽減　etc
	《現状（直近数年間の状況変化》
（例）肉用牛繁殖農家戸数の減少に伴う、肉用牛繁殖雌牛頭数の減少　etc
《対策を講じない場合に予想される将来の状況》
（例）肉用牛繁殖雌牛頭数の減少に伴う、肥育用素牛生産の減少　etc
《目的（将来（〇年後）目指す姿）》
（例）地域全体で肉用牛を増頭し、生産基盤を強化する　etc

	肉
酪
枠






	《テーマ》
乳用後継牛の確保・育成の
推進
	《現状（直近数年間の状況変化）》

　現状水準（既に行われている取組の具体的な内容（４つ以上））
	

	

	

	


※　現状水準の達成状況だけではなく、その背景や現状水準の達成に至るまでの具体的な取組　
　等を記載

《目的（将来（〇年後）目指す姿）》




　～（省略）～


３　行動計画
	番号
	行　動　計　画　の　詳　細

	
	取組毎の行動計画
	中心的な経営体等の行動計画
	その他の構成員の行動計画

	１
	（飼養規模の拡大、飼養管理の改善）
（例）地域全体で肉用牛を増頭し、生産基盤
を強化する
	《取組の主体》
（例）〇〇農協に属する肉用牛繁殖農家（〇戸）
《行動計画》
（例）〇〇の導入等により、省力化を図るとともに、肉用牛繁殖雌牛導入することで、計画的な増頭を図る。

　（現状〇頭　→　目標〇頭）
（例）〇〇の取組により繁殖性向上に取り組む。
	《取組の主体》
（例）〇〇農協、〇〇町　etc

《行動計画》
（例）〇戸の肉用牛繁殖雌牛農家に対して、〇〇に係る指導を行うとともに、肉用牛繁殖雌牛の増頭を促し、生産基盤の強化を支援する。

（例）地域における、飼養管理技術や繁殖性向上に向けた支援を行う。

	肉
酪
枠

	
	《取組の主体》

《行動計画》

	《取組の主体》

《行動計画》

	
	
	《取組の主体》
《行動計画》
	


　
～（省略）～
[image: ]
image1.emf
継続参加者 ロ 歩

個体識別 前年期首 本年期首 本年期末 枝

ー

皮 留 脂

Ｎo．品　　種各　号番　　号 （＝前年期末） 肉 ス バ 下 基 肪

R2.1.1 重 芯 ラ 脂 準 交

H31.1.1（＝Ｒ1.12.31） R2.12.31 量 面 厚 肪 値 雑

① ② 積

1 黒 〇 〇 ● R2.10.10へい死

2 黒 〇 〇 〇

3 黒 〇 〇 〇

4 黒 〇 〇

5 黒 〇 〇

6 黒 〇 〇

7 黒 〇 〇

8 黒 〇 〇

9 黒 〇 〇

10 黒 H31.1.1 R2.1.1 12 自家保留 〇 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 24.6万円

11 黒 H31.3.1 R2.2.1 11 市場導入 〇 Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ 対象外

12 黒 H29.7.31 R1.5.1 21 市場導入 〇 Ｃ Ｂ Ｂ Ｃ Ｃ Ｃ 10万円

3 9 11

2 奨励金交付頭数（③又は⑤のいずれか小さい方の頭数）

④のうち補助対象牛の要件を満たす頭数・・・⑤

　　１　この例は、説明に不要な内容について、記入を一部省略しています。

　　　　　　　黒毛和種：黒、褐毛和種：褐、無角和種：無、日本短角種：短、肉専用種相互間の交雑種：交



（注）　ア　奨励金の対象とした牛の備考欄には、奨励金額を記載すること。

　　　　イ　「使用状況」は、当該牛をその日現在に飼養している場合は〇印を付すこと。

　　　　ウ　本台帳には、繁殖仕向けの肉専用種の雌牛を記載すること（繁殖供用しない牛は事業対象外になるので留意すること。）。

　　　　エ　品種の欄は、次に記載の略号で記入すること。

　　２　この例は、継続参加者の場合の例です。

　　　　新規参加者の場合は、本年期首（＝前年期末）頭数を確認する時点が異なりますので注意してください。

　台帳記載例の注釈

　　　　オ　異動した牛については、●印に変更し、異動経緯欄に異動理由を記載すること。

　　　　カ　本台帳は、適宜、必要な項目を追加して使用すること。

異動経緯 年月日 月齢 導入経緯

導入・保留

育　　種　　価

（別紙２）

計

2

3

2

氏　名：

住　所：

飼養状況（９か月齢以上）

生年月日

所属団体名：

担当者名：

奨励金交付対象牛の上限頭数・・・③（②－①により算定、50頭以内）

導入頭数（事業実施期内）・・・④

異動時

備　考

年月日


